
令 和 ２ 年 １ 月 ２ ４ 日

総務省自治行政局市町村課

基礎自治体を取り巻く現状と課題について

くらしの中に

資料１６



① 圏域全体の経済成長のけん引

産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等

② 高次の都市機能の集積・強化

高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域医療確保のための病院群輪番制の充実、

地域公共交通ネットワークの形成 等

連携中枢都市圏の取組の推進

連携中枢都市圏の意義とは

連携中枢都市圏に何が求められているのか

 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、

人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成

連携中枢都市圏をいかに実現するか

連携中枢
都市宣言

連携協約
の締結

都市圏ビジョン
の策定

 連携中枢都市圏形成のための手続き

平成３１年４月１日現在、

３４市（３２圏域）が連携中枢都市圏を形成

（近隣市町村を含めた延べ市町村数：３０４）

【連携中枢都市圏とは】
地方圏において、昼夜間人口比率おおむね１以上の指定都市・中核市と、社会的、
経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成する都市圏

※ただし、隣接する２つの市（各市が昼夜間人口比率１以上かつ人口１０万人程度以
上の市）の人口の合計が２０万人を超え、かつ、双方が概ね１時間以内の交通圏に
ある場合において、これらの市と社会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで
形成する都市圏についても、連携中枢都市圏と同等の取組が見込まれる場合にお
いては、これに該当するものとする。

 地方自治法を改正し、地方公共団体間の柔軟な連携を可能

とする「連携協約」の制度を導入 （平成26年11月１日施行）

 平成26年度から、連携中枢都市圏の形成等を推進するため、

国費により支援

 平成27年度から 、地方交付税措置を講じて全国展開

※なお、以下の地域で圏域の形成に向けた動きがある（R2.1.24現在）
○青森市・・・連携中枢都市宣言（R元.11.18）

連携協約締結（R元.12.25）
○山形市・・・連携中枢都市宣言（R元.6.27）

連携協約締結（R2.1.9）
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・「連携中枢都市圏構想の推進」に真に必要な取組に

資する施設整備に対し、地域活性化事業債を充当。

（充当率：90％、交付税算入率：30％）

連携中枢都市圏構想の推進に向けた総務省の財政措置の概要

地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネット

ワーク化により、一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点である「連携中枢都

市圏」を形成することを目的に、連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結し、連携中枢都市圏ビ

ジョンを策定した連携中枢都市及び連携市町村の取組に対して、必要な財政措置を講じる。

１．連携中枢都市及び連携市町村の取組に関する

包括的財政措置（※複眼型も同様に措置。以下同じ。）

３．外部人材の活用に対する財政措置（特別交付税）

４．民間主体の取組の支援に対する財政措置

（１）民間への融資等を行うファンド形成に関する財政措置

ファンド形成に一般単独事業債を充当（90％）、

償還金利子の50％に特別交付税

（２）ふるさと融資の融資比率及び融資限度額の引き上げ

（例：融資比率35％→45％）

５．個別の施策分野における財政措置

（１）病診連携等による地域医療の確保に対する財政措置

病診連携等の事業に要する市町村の負担金に対する

特別交付税措置（措置率0.8、上限800万円）

（２）へき地における遠隔医療に対する特別交付税措置の

拡充（措置率0.6→0.8）

６．連携中枢都市圏の形成に対応した辺地度点数の

算定要素の追加

（１）連携中枢都市の取組に対する包括的財政措置

①普通交付税措置

「経済成長のけん引」及び「高次都市機能の集積・

強化」の取組に対する財政措置

(圏域人口に応じて算定／例：圏域人口75万で約２億円)

②特別交付税措置（※）

「生活関連機能サービスの向上」の取組に対する財政

措置。１市当たり年間１．２億円程度を基本として、

人口・面積等を勘案して上限額を設定

（２）連携市町村の取組に対する特別交付税措置

１市町村当たり年間１，５００万円を上限

・圏域外における専門性を有する人材の活用

上限700万円、最大３年間の措置

・辺地度点数の算定に当たって、「近傍の市役所等」とし

て、連携中枢都市までの距離により算定可能

２．地域活性化事業債の充当
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新たな広域連携促進事業（令和２年度）

【趣旨】

将来の人口減少・少子高齢社会においても、地方公共団体が行政サービスを安定的、持続的、効

率的かつ効果的に提供できるよう、地方公共団体間の連携を、より柔軟かつ積極的に進めていく

ため、国において先進事例の知見を収集し、取組の横展開を図ることにより、全国各地で多様な広

域連携を推進する。

市町村の区域をまたいだ、個別行政分野における施策の方針や計画の共同作成、地方公共団体間での経
営資源（人材、施設、インフラ等）等の共同活用など、地域全体として持続可能な行政体制の確保に向けて積
極的に挑戦する取組を行うもの。

※ 新規性、全国展開の可能性が高く、他団体のモデルとなる取組が対象。また、連携中枢都市圏の形成そのものを目的とした取組については対象外とする。

（上限予定額）
1,000万円

（採択予定団体数）
５団体程度

（対象団体）
・他の市町村との広域連携に
取り組む市町村（特に三大都市
圏）
・都道府県 （例２：専門人材の広域的確保・活用）（例１：公共施設の再編）

A市 B市

図書館

体育館

（優先採択事項）
・公共交通・公共施設等の再編
・専門人材（医療・福祉分野、ICT分野、土木・建築分野等）の広域的な確保・育成・活用

【対象事業】

保健師土木職

ICT専門職
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 市町村の現在の状況や課題、今後の変化の現れ方は多様。首長、議会、住民等がともに、地域の未来像について議論を重
ねた上で、行政サービス提供のために必要な経営資源をどのように確保していくのか、地域の置かれた状況に応じて自ら判
断し、地域や組織の枠を越えた連携、技術を活かした対応など、長期的な視点で必要な対応を選択していくことが重要。

 地域の枠を越えた基礎自治体による行政サービスの提供体制については、引き続き、各市町村において、基礎自治体として
担うべき役割を踏まえ、自主的な市町村合併、市町村間の広域連携、都道府県による補完などの多様な手法の中から最も適
したものを自ら選択できるようにすることが適当。

 自主的な市町村合併という手法は、行財政基盤の強化の手法の１つとして、引き続き必要。地域によっては、行財政基盤を中
長期的に維持していくための手法として検討することも考えられる。

第３２次地方制度調査会「市町村合併についての今後の対応方策に関する答申」の概要

 H11以来の全国的な合併推進運動（～H22.3）を経て、市町村合併は相当程度進捗。これにより、多くの市町村において行財
政基盤が強化。
※ 多くの合併市町村で、専門職員の配置、組織の充実、行財政の効率化等、様々な成果が発現。周辺部の旧市町村の活力が失われているといった課題に

対しては、支所等の設置、地域自治区の活用等の様々な取組。

 今後、人口減少はさらに加速し、2040年頃、高齢者人口はピークを迎える。人口減少と高齢化は、地方圏の一部の市町村ば
かりでなく、指定都市、県庁所在市、三大都市圏も含めて、全国的に進行。こうした人口構造の変化は、基礎自治体による行
政サービス提供の持続可能性にも影響を及ぼすこととなる。一方で、人口構造の変化の現れ方は、地域ごとに大きく異なる。

基礎自治体についての現状認識と今後の課題

今後の基礎自治体による行政サービス提供体制についての考え方

 現行法の期限後においても、自らの判断により合併を進めようとする市町村を対象として、引き続き、現行法で設けられてい
る合併の円滑化のための措置を講じることができるよう、現行法の期限を延長すべき。

 国及び都道府県は、引き続き、既に合併した市町村に対する必要な支援を行っていくべき。

市町村合併についての今後の対応方策

市町村数： 3,232（H11.3.31現在） 1,727（H22.3.31現在） 1,718（現在）

 H16に5年間の限時法(H22.3月末失効)として制定。H22改正により、合併推進のための措置を廃止し、合併の円滑化のための
措置（※）を定める特例法とした上で、10年間延長。R2.3月末で失効。
※ 議会の議員の定数又は在任に関する特例、普通交付税の合併算定替、住民発議・住民投票、合併特例区 等

「市町村の合併の特例に関する法律」（平成16年法律第59号）

平成の合併

令和元年10月25日
第4回総会とりまとめ

4



報告基準：震度６弱以上（東京23区は震度５強以上）

国

地方

行政機能低下
・庁舎倒壊
・首長不在 等

市町村行政機能の確保状況の把握スキーム

総務省

官邸

都道府県

①チェックリストを報告

被災市町村

③チェックリストを取りまとめ、
 官邸（非常災害対策本部）に随時報告
 被災市町村への応援職員派遣に活用

※ 市町村からの報告がない場合には、都道府県さらに総務省から、
電話やリエゾン派遣を行い直接把握

②チェックリストを取りまとめ・報告

具体的な報告手順等については、平成２９年４月１１日付け「大規模災害時における市町村の行政機能の確保状況の把握について（通知）」を参照のこと。 5
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